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（単位：千円）

正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

〇行政費用は、備蓄倉庫管理、地域設置消火器整備における物件費、永久水利事業費におけるその他行政費用の増
加により全体的に増加している。
〇行政収入は、主に備蓄倉庫管理事業の熊本地震への支援に対するものであり、28年度は物資提供および輸送、29
年度は保健師等の派遣を実施した。
〇賃借対照表については、減価償却累計額の減額により、全体的に減額となっている。

資産の部合計 5,437,6455,415,538▲ 22,107負債及び正味財産の部合計 5,437,6455,415,538▲ 22,107

建設仮勘定 70,662 0▲ 70,662正味財産 5,427,1955,404,800▲ 22,395
その他の固定資産 567 284 ▲ 283 5,427,1955,404,800▲ 22,395

288

建物減価償却累計額 ▲ 107,903▲ 115,828 ▲ 7,925 特別区債 0 0 0
工作物等 566,347 655,352 89,005 退職給与引当金 9,333 9,683 350

0

その他の流動負債 0 0

工作物等減価償却累計額 ▲ 188,786▲ 220,840▲ 32,054 その他の固定負債 0 0
無形固定資産 0 0 0負債の部合計 10,450 10,738

0 0

0

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0▲ 48,683▲ 48,683当期収支差額(e)+(h) ▲ 178,167▲ 267,160▲ 88,993

建物 322,785 322,785 0固定負債 9,333 9,683 350

その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0 0
▲ 62

土地 4,773,9734,773,973 0
貸
借
対
照
表

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度 29年度 差額
流

動

資

産

収入未済 0 ▲ 188 ▲ 188流動負債 1,117

固
定
資
産

有形固定資産 5,366,4165,415,442 49,026 賞与引当金 1,117 1,055

1,055 ▲ 62
不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0

0

賞与・退職給与引当金繰入額 1,463 2,157 694行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 178,167▲ 218,477▲ 40,310
その他行政費用 65,086 63,014 ▲ 2,072金融収支差額(d) 0 0 0

特別費用(g) 0 48,683 48,683特別収入(f) 0 0

38,135 39,812

分担金及び負担金 7,173 1,144 ▲ 6,029
補助費等 775 778 3 使用料及び手数料 381 403 22

行政費用合計(b) 185,721 220,052 34,331通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 178,167▲ 218,477▲ 40,310

0 0 0

施策分析シート（平成30年度）

施策No 11-02
部課名 区民生活部防災課
課長名 土屋

指標の推移

指標の推移

備蓄物資（主食）の備蓄数量

地域危険度（総合危険度）4又は5の地
域は30か所

指標に関する質問文

内線 403

関連部課名 防災都市づくり部防災街づくり推進課

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅵ 安全安心都市

11

施策名 防災基盤の整備

防災・防犯のまちづくり

お住まいの地域は災害に強いと感じますか？

　災害時の延焼防止を図るために永久水利施設を整備し、あわせて地域の防災活動拠点となる防災
広場を整備するほか、広域避難場所への円滑な避難態勢の確保や、長期の避難所生活に備えた物資
の備蓄を進めることにより、災害から区民の生命・財産を守ることを目的とする。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
27年度 28年度 29年度

防災性 2.28 2.31 2.30

325,520325,520325,520

防災広場整備数（か所）（地域
危険度4又は5の町丁目の数）

19 19 16 16

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

施策の成果とする指標名

30

325,520備蓄物資（主食）数量（食） 308,520

28年度 29年度勘定科目

53,440

減価償却費

差額

行
政
費
用

給与関係費 26,033 25,663 ▲ 370

行
政
収
入

地方税 0 0 0
物件費

1,677 その他 0 28 28
不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 7,554 1,575 ▲ 5,979

扶助費 0 0 0

国庫支出金
維持補修費 789 3,227 2,438 都支出金

85,401 31,961
0 0 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額



No2

○災害時に「ひとりの犠牲者も出さない安全安心の街づくり」を実現するため、火災の延焼防止対
策を講じる必要がある。
○区民や帰宅困難者が円滑かつ安全に避難ができるよう、一層の支援をしていく必要がある。
○必要なときに誰もがいつでもＡＥＤを使用できる環境を整備していく必要がある。
○備蓄物資について、関係部の理解を得ながら保管場所を確保していく必要がある。

○震災時に発生する火災を、大規模な延焼火災に発展させないためには初期消火能力の向上が不可
欠であることから、延焼防止対策として防災広場の整備や地域設置消火器の適正配置等を行う。
○隅田川の河川水等を有効活用する永久水利施設の整備とともに、震災時に施設を活用した延焼防
止活動が迅速に行えるよう、可搬式消防ポンプ、格納庫等の資機材を配備する。
○震災時等に発生する多くの避難者に対して、適切かつ迅速な支援が行えるよう、広域避難場所へ
の避難経路が判断しやすい標識の整備を進めるほか、避難者の属性に応じた物資の備蓄を充実・強
化する。また、誰もが24時間使用できるＡＥＤの増設を進めていく。

施策の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

現
状

今
後
の
方
向
性

○東京都が30年2月に公表した地域危険度調査では、荒川区の地域危険度（総合危険度）4又は5の
町丁目は、前回調査の35か所から30か所に減少したが、区内には他市区と比べて総合危険度が高い
地域が複数ある。
○区内には木造住宅密集地域が面積ベースで6割を占め、平成24年4月に東京都が発表した首都直下
地震による区内の地震火災が5521棟となっている。
○都区の役割分担に基づき、避難者および帰宅困難者の備蓄物資は食糧1日分、粉乳3日分、医薬品
2日分を確保している。
○防災広場は地域防災活動の拠点として区内16箇所に整備されている。
○発災時の初期消火に消火器は非常に有効とされ区内には4,500本以上配備されている。
○心室細動等による心停止になった方の救命率の向上を図るためには、ＡＥＤの使用が有効とさ
れ、区施設だけではなく、24時間使用可能なＡＥＤの設置を進めている。

施策の現状・課題・今後の方向性

課
題

　地域防災計画に基づき、それぞれの整備計画の見直しを図るとと
もに、既存の防災基盤の維持管理を重点的に推進していく必要があ
る。

推進 推進



221,741575,871220,052185,721

27,240 36,379 85,782 49,276 推進 推進

　首都直下地震の切迫性か
ら、災害に強い街づくりを
実現するために推進すべき
事業である。

75,239 66,666 436,205 87,189 継続 継続
　災害時の地域活動拠点と
して、整備していく必要が
ある。

1,129 849 414 176 推進 推進

　災害発生時における情報
収集手段の確保のために必
要がある。機器類の老朽化
を踏まえ、機器の更新及び
システムの再構築につい
て、段階的に実施する必要
がある。

962 1,246 － － 推進 継続

　心肺停止状態の傷病者に
対して、救急車の到着前に
ＡＥＤを使用し対応するこ
とは、生存率を高めるため
の措置として有効である。

60,581 82,323 40,275 62,796
重点的
に推進

重点的
に推進

　都の被害想定に対応した
備蓄数量を確保をするとと
もに、避難者それぞれの状
況に対応した備蓄物資の充
実に引き続き取り組んでい
く。

11,681 20,621 7,234 16,206 継続 継続
　地域の防災力を高めるた
めにも優先度の高い事業で
ある。

3,300 3,963 896 567 継続 継続
　現状の維持・管理の水準
を確保していく必要があ
る。

分類についての説明・意見等

31年度30年度

施策推進のため
の分類

29年度28年度

決算額（千円）

29年度28年度

行政費用（千円）

継続
　現状の維持管理の水準を
確保する。継続5,5315,0658,0055,589

合　計

ＡＥＤ（自動体外式除細
動器）の整備費

04-05-15

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

防災広場管理 04-05-08

永久水利整備事業 11-02-15

ＩＰカメラ管理費 04-05-14

防災広場整備 04-05-13

備蓄倉庫管理 04-05-09

04-05-12

地域設置消火器整備 04-05-11

避難道路標識管理


